
高額療養費の支給 下記内容については、令和８年８月からの内容です。

　医療機関で支払った一部負担金が高額になった場合には、自己負担限度額を超えた金額につい
て国保が負担します。
　高額療養費を受ける場合には、申請が必要ですので国保の窓口に申請してください。

　あらかじめ国保の窓口に申請して自己負担限度額にかかる限度額適用認定証（住民税非課税
Ⅰ・Ⅱに該当する方は「限度額適用・標準負担額減額認定証」）の交付を受けると、1つの医療機関
（入院・外来、医科・歯科別）の窓口での支払いを自己負担限度額にとどめることができます。
　ただし、オンライン資格確認を導入した医療機関等でマイナ保険証を利用する等により区分を確
認できる場合は、認定証の申請は不要です（住民税非課税世帯の方で過去12か月の入院日数が
90日を超える場合を除く）。

保険料(税)を滞納していると自己負担限度額が適用されない場合があります。

①70歳未満の方の場合

滋賀県内の市町間で住所を異動した月は、世帯の構成に変更がない場合に限り、異動前と異動後の自己負担限度
額がそれぞれ２分の１の額となります。

１．１か月の自己負担が限度額を超えたとき
　月の１日から月末までの診療分を同じ医療機関等に支払った自己負担額が、表①（下表）・②
（P8）の限度額を超えた場合、国保の窓口へ申請することによりその超えた分を支給します(償還払
い)。
月単位の自己負担限度額は引き上げられますが、新たに年間上限が設けられることにより、年間を
通してかかる医療費の自己負担は下がる場合があります。

自己負担限度額（月額） 年間上限

ア 所得901万円超
　270,300円+（総医療費-901,000円）×１％
　（多数回該当140,100円　　）

168万円

適用
区分

所得区分

 179,100円+（総医療費－597,000円）×１％
（多数回該当93,000円　　）

111万円

ウ
所得210万円超

　　　 ～600万円以下
 85,800円+（総医療費－286,000円）×１％
（多数回該当44,400円　　）

53万円

イ
所得600万円超

　　　 ～901万円以下

 61,500円（多数回該当44,400円　　） 53万円

オ 住民税非課税  36,900円（多数回該当24,600円　　） 29万円

エ 所得210万円以下

※３　一部41万円の場合があります。

●年間上限は、８月から翌年７月の１年間で計算します。
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　所得区分については、毎年８月から前年所得に基づき更新されます。また所得の修正申告や世帯の
変更があった時はその都度判定します。
　所得については同一世帯の全ての国保被保険者の年間基準所得額になります。

※１　同一世帯の世帯主および全ての国保被保険者が住民税非課税の方。
※２　過去12か月以内に、同じ世帯で３回以上自己負担限度額に達した場合の４回目からの自己負

担限度額。

償還払いの場合は、申請してから実際に支給を受けるまで３～４か月程度かかります。

※２

※２

※２

※２

※２

※１

※３


